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本助成事業は、本道の地域保健等の向上・推進に

資する調査研究活動に対し実施しております。昨年

度当会より助成いたしました４つの調査・研究につ

いて以下のとおり報告いたします。

なお、本年度の調査研究助成の依頼につきまして

はすでに締切いたしました。来年度以降、助成を希

望される団体は北海道医師会またはご所属の郡市医

師会にお問い合わせください。

１．平成26年度札幌市における学校心臓検診に

関する調査検討

札幌市学校医協議会 澤田 陽子

【方法】

札幌市における学校心臓検診システムは次のよう

に行われている。札幌市立小中学校の各１年生を対

象に省略心音心電図と個人問診票による一次スク

リーニングを行う。一次スクリーニングで有所見と

なった者は心電図判定委員会による二次スクリーニ

ングの対象となり、精密検査の必要性の有無につい

て判断される。二次スクリーニングにより要精密検

査該当となった者は、札幌市内の指定小児循環器外

来を受診しなければならない。小児循環器外来で

は、日本小児循環器学会の心疾患管理ガイドライン

に沿って管理指導表を作成し、受診者は管理指導表

を学校へ提出し、学校生活での管理を受けることと

なる。

【結果】

表１のAは在籍者数、Bは受診者数であり、一次ス

クリーニングの受検率B/Aは、小中学校とも98％に

達している。一次スクリーニングでの抽出率C/Bは

小学生男子11.19％、小学生女子8.92％、中学生男子

11.81％、中学生女子9.65％であり、さらに二次スク

リーニングでの抽出率D/Bは小学生男子1.03％、小

学生女子0.68％、中学生男子1.93％、中学生女子

1.15％であり、中学生の方が有所見率が高く、男子

が女子より高い。

表２は平成27年１月30日までの二次スクリーニン

グでの有所見者の小児循環器外来への受診状況であ

る。二次スクリーニングでの要精検該当者は小学生

男子76人で、受検者は59人で受診率E/Dは77.63％、

小学生女子は49人中36人（73.47％）、中学生男子

147人中91人（61.90％）、中学生女子84人中48人

（57.14％）であった。精検受診し病名が判定した率

はF/Eであり、小学生男子57.63％、小学生女子

63.89％、中学生男子50.55％、中学生女子66.67％で

あった。その判明した病名について表３に示す。診

断名は不整脈等の心電図異常が多く、次いで川崎病

既往で管理されていない症例であった。先天性心疾

患については心房中隔欠損症以外の疾患は認められ

ず、乳幼児よりの健診でほぼスクリーニングされた

と思われる。

【検討】

平成26年度学校心臓検診において一次スクリーニ

ングの受診率は小中学生とも98％を超えており、集

団検診としては満足できる結果であった。しかし、

その後の二次スクリーニングで要精検となった者
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表１ 平成26年度心臓検診
小学校１年生、中学校１年生および高等学校１年生を対象に実施。
精密検査該当者は小学校１年生125名（0.86％）、中学校１年生231名（1.55％）である。
・小学校１年生、中学校１年生について
平成26年度実施状況

受検率（％）要精密検査該当者BA
性

別

学
年
別

校
種
別 D/BC/BB/A

D
第二次スク
リーニング

C
第一次スク
リーニング

受診者数在籍者数

1.0311.1998.33768237,3567,481男
１
年

小
学
校

0.688.9298.57496427,1947,298女
0.8610.0798.451251,46514,55014,779計
1.9311.8198.451479007,6207,740男

１
年

中
学
校

1.159.6598.65847057,3027,402女
1.5510.7698.552311,60514,92215,142計
1.4911.5198.392231,72314,97615,221男

合 計 0.929.2998.611331,34714,49614,700女
1.2110.4298.503563,07029,47229,921計

※ 第一次スクリーニングは自動解析心音心電図計、第二次スクリーニングは判定委員会の判定
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が、年度内に小児循環器外来に受診し、精密検査を

受けた割合は低く、本来の目的である心疾患の診断

と管理指導はここ数年は表４に示すように低調であ

る。今年も小学校男女平均76.23％、中学校男女平均

69.45％であった。25～30％が年度内に精検を受け

ることなく進級していることになる。札幌市学校医

協議会として、受診率の向上のため、教育委員会を

通じ、現場に精検受診を働きかけているが、徹底さ

れていないのが現状で、今後未受検者の追跡調査を

行い、精検受診率の向上を働きかけていくことが、

今後の課題と考えている。

表２

有所見率（％）有所見者数Ｅ
性

別

学
年
別

校
種
別 H/FG/FF/EE/D

H
要観察者
(検査中)

G
病名のつ
いた者

F

計

精密検査
受検者数

5.8894.1257.6377.632323459男
１
年

小
学
校

0.00100.0063.8973.470232336女
3.5196.4960.0076.002555795計
0.00100.0050.5561.900464691男

１
年

中
学
校

3.1396.8866.6757.141313248女
1.2898.7256.1260.1717778139計
2.5097.5053.3367.2627880150男

合 計 1.8298.1865.4863.161545584女
2.2297.7857.6965.733132135234計

[平成27年１月30日分まで]

表３ 平成26年度 病名の内訳（精検の結果から） 平成27年１月30日現在
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収
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収
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収
縮

病名内訳

性

別

学
年
別

校
種
別

5925342212412112313男１
年

小
学
校 36132311211111212女

9145461212111211111184161男１
年

中
学
校 481632113121111211142女

150708032336112412111111070291男
合 計 8429552113301131110013221262女

2349913553469123723211241291553計

軽微所見で精密検査対象者と
ならなかった例の内訳
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学
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別

校
種
別

104190444男１
年

小
学
校 01030350女

5096232313男１
年

中
学
校 206201147女

60138136717男
合 計 216231497女

8119104411624計

表４ 心臓検診精密検査の状況
○精密検査受診者数：要精密検査該当者のうち、精密検査を受診した者の人数
○有所見者数：精密検査を受診した者のうち、病名のついた者および要観察、検査中の者の人数

人数（％）

25年度24年度23年度22年度21年度20年度19年度
精密検査受診者数

小学校
１年

9313110410695125109
(76.23)(91.61)(72.73)(73.61)(57.58)(69.44)(61.24)

有所見者数
58766464538269

(62.37)(58.02)(61.54)(60.38)(55.79)(65.60)(63.30)
精密検査受診者数

中学校
１年

191176215190136189223
(69.45)(67.69)(62.87)(65.29)(50.75)(60.00)(60.93)

有所見者数
9011011910774107115

(47.12)(62.50)(55.35)(56.32)(54.41)(56.61)(51.57)
精密検査受診者数

高等学校
１年

42433241253847
(87.50)(86.00)(61.54)(95.35)(86.21)(86.36)(87.04)

有所見者数
25292728172137

(59.52)(67.44)(84.38)(68.29)(68.00)(55.26)(78.72)
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２．発育曲線の有効利用について－2

札幌市学校医協議会長 小池 明美

【目的】

学校健診の効率化

【内容】

平成24年５月、文部科学省では「学校における健

康診断の在り方等に関する検討会」が設置された。

一方、札幌市学校医協議会は平成15年より、学校健

診においての「肥満」の診断やその介入について調

査、研究を行ってきた。子どもたちが心身共に健康

であるためには、「肥満」のみならず、「やせ」や、「低

身長」などの診断や介入も必要である。しかし限ら

れた時間で、これらを正確に診断することは困難な

場合が多い。日本学校保健会では平成18年度より身

長と体重のパーセンタイル値の発育曲線を用いて

「肥満」や「やせ」の栄養状態の評価を行っている。

この発育曲線は「肥満」、「やせ」の栄養状態のみなら

ず、「低身長」を来す内分泌疾患や「ネグレクト」「神

経性食思不振症」などの発見も可能であると考える。

この発育曲線の有効活用により学校健診の効率化、

精度向上を図りたい。

【期間】

平成26年４月～平成27年３月

【方法】

発育曲線の活用方法を教育現場に広め、「肥満」、

「やせ」とともに、「低身長」、「高身長」を来す内分泌疾

患や腎疾患、「ネグレクト」、「食思不振症」などの疾患

の早期発見、治療の介入へ進める。平成25年度には

発育曲線の有効活用を促すための資料を作成した。

以下において「発育曲線の有効利用」について講

演し、教育現場における発育曲線利用の理解を深め

る。

平成26年度札幌市教育センター専門研修

（教養研修）

コース名 養護教諭研修コース

講 座 名 現代的な健康課題への対応①

日 時 平成26年７月31日（木）

13：15～14：15

会 場 ちえりあ ３階 研修室５・６

「子どもの正常な発育について ―発育曲線の

有効利用と肥満について」

併せて健康カードに発育曲線の追加を教育委員会

へ提言も進めたい。

【結果】

パワーポイントを用いて、「子どもの正常な発育に

ついて ―発育曲線の有効利用と肥満について」１時

間講演した。主に次の３点について述べた。

１．発育曲線について

２．発育曲線で早期発見可能な疾患

３．肥満について

以下、それぞれの概要を記す。

１．発育曲線について（図１）

①平成12年度の身体発育値をもとに、横軸が年齢、

縦軸左側に身長、縦軸右側に体重を示し、上に

ある７本の曲線が身長の発育曲線基準線で、下

の７本の曲線が体重の基準線になる。

②この７本の基準線は上から97、90、75、50、25、

10、３パ－センタイル曲線という。97パーセン

タイル値は同じ年齢の子ども100人を身長もし

くは体重の低いほうから、高い方に並べた場合、

低い方から高い方に数えて97番目、３パーセン

トタイルは３番目にあたる身長または体重を示

す。

③測定時点での年月齢を何歳何カ月まで計算し、

横軸の年月齢からまっすぐ上に線を延ばし、次

に左の横軸（身長）、および左の横軸（体重）の

測定値に相当する点からまっすぐ横に線を延ば

し、縦と横の線が交わるところに点を打ち、点

と点を結んだものが身長と体重の発育曲線であ

る。

④基準線と基準線の間をチャンネルといい、身長

あるいは体重の発育曲線がこのチャンネルを横

切って上向きあるいは下向きになった場合は異

常と判断する。

個々の児童生徒の身長、体重を入力することによ

り、自動的に発育曲線を描くことができ、「肥満」・「や

せ」はもとより、成長に問題がある対象が簡単に抽

出することができる。個々の児童生徒のパターンが

チャンネルを横切って上向き、あるいは下向きのパ

ターンを示した場合に異常と判定する。発育曲線が

異常を示した場合は、必ず成長異常や、栄養障害が

あると考えなくてはならない。この異常は早期に発

見されれば、必ず治療の手段がある。

すべての児童・生徒の発育曲線を使用し、正常な

発育を確認し、身長、体重がチャンネルを超えて下

向き、上向きのときは、学校医に相談するのが理想

である。しかし、現実には困難な場合が多い。以下

１～４の時には発育曲線の利用を勧める。

１．「肥満」・「やせ」が疑われる。

２．身長の伸びが悪く、年々前の方になる。

３．体重が数年間増えない。

４．家族より身長・体重のことで相談を受けた。
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２．発育曲線で早期発見可能な疾患

成長に影響する主な因子としては、遺伝、疾患

（感染症・内分泌疾患）、栄養状態、養育環境、生活

環境がある。以下の場合に発育曲線に異常が現れ、

早期発見が可能である。①～⑦の事例と発育曲線も

提示した。

①単純性肥満

②神経性食思不振症 思春期やせ症

③思春期早発症、遅発症

④甲状腺疾患

⑤腎疾患

⑥（脳）腫瘍

⑦ネグレクト

⑧その他：炎症性腸疾患 染色体異常

３．肥満について

札幌市学校医協議会で、平成20年度の学童および

生徒の「肥満症」介入で作成した肥満症資料「肥満っ

てなーに」の資料を使用して、「肥満は動脈硬化を早

め、生活習慣病のもとになる。」ことを説明した。さ

らに札幌市学校医協議会の平成17年度肥満傾向指摘

の基準を提示し、これにあてはまるとき、または発

育曲線で異常の場合は学校医への相談を促した。

１）肥満度が50％以上の児童

２）肥満度が20～50％で以下の事項が認められた

場合

①急激な肥満度の増加（年間10％以上）

②糖尿病・高脂血症・高血圧の家族歴

③体育の授業などに著しく障害になる走行、跳躍

力の低下

④肥満に起因する不登校、いじめ

①～④のうち１つ以上を認めた場合には医療機関

を受診させる。

【考察】

平成26年学校保健安全法施行規則の一部改正によ

り、座高検査が学校健診の必須項目より削除された

が、身長・体重の測定値を個々の健康管理に活用す

るためには、身長・体重発育曲線を描かない限り、

これらの測定値の適切な活用はできない。今後さら

に発育曲線の有効利用が必要となる。ほぼ１時間の

講演後、理解できたかと尋ねたところ、全員挙手し

てくれたが、来年度は簡単なアンケートを行った方

が、より良い資料になると考える。その結果を踏ま

え、健康カードの添付等の交渉の資料としたい。

（過去の調査研究）

１）平成15年度 札幌市における「こどもの肥満」

の調査 第１報

―札幌市小学校肥満の実態

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

２）平成17年度 札幌市小学校の肥満の実態

―高度肥満の調査

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

３）平成18年度 札幌市小学校の肥満の実態

―高度肥満傾向児の指摘

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

４）平成19年度 学童及び生徒の肥満症診断･介

入の実際

―肥満症児童抽出の診断基準、医療機関受診

時の検査項目

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

男子 身長・体重発育曲線 女子 身長・体重発育曲線

図１
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５）平成20年度 学童及び生徒の「肥満症」介入

の実際

―肥満症資料の作成

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

６）平成21年 第40回全国学校保健・学校医大会

広島市

「札幌市学校医協議会の肥満症児童・生徒への

取り組み」を発表

７）平成21年度 学童及び生徒の「肥満症」介入

の実際－２

―肥満症資料の見直し１

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

８）平成22年度 学童及び生徒の「肥満症」介入

の実際－３

―肥満症資料の見直し２

札幌市医師会医学会雑誌へ報告

９）平成22年12月９日、「札幌市校長会保健体育部

研修会」において

「子どもの健康と生活実態（小児肥満症につい

て）」の講演

10）平成23年度 学童及び生徒の「肥満症」介入

の実際－４

―小学校５、６年生への肥満症の授業の試み

札幌市学校医協議会だよりへ報告

11）平成24年度 学童及び生徒の「肥満症」介入

の実際－５

「肥満症」専門医療機関の検討

札幌市学校医協議会だより、北海道医報へ報

告

12）平成25年度 発育曲線の有効利用について

北海道医報に報告

３．学校での色覚検査の啓発資料のアンケート調査

平成26年実施

札幌市学校医協議会／北海道眼科医会

中田 勝義、豊田 千富、岡田 昭人、上野 哲治

新井 勉、吉田 篤、笹本 洋一、田川 博

２年前におこなわれた日本眼科医会の調査報告に

よると、平成15年より色覚検査が小学校の定期健診

項目から削除され、色覚検査希望者のみに検査をす

る制度に変わり、その後10年たち色覚異常者の子供

の２人に１人が異常に気づかぬまま、進学、就職時

期を迎え、６人に１人が進路の断念などのトラブル

を経験していることが分かった。今現在もほとんど

現状は変わりがないと推察される。

そこで北海道眼科医会では対策として、小中高校

での色覚検査希望者を増やすため、眼科学校医を通

じて以下の５種類の文書を平成26年度の眼科健診時

に学校に持参し、内容の説明および検査への協力を

依頼した。以下はその文書の内容である。１）学校

長と養護教諭に色覚検査の必要性を啓蒙する文章、

２）国会予算委員会の笠衆議院議員と下村文部科学

大臣との色覚検査に関する質疑の記録、３）日眼医

の調査報告書の内容を取り上げた新聞記事、４）あ

る学校の色覚検査の必要性を載せた保護者向けの保

健だより、５）保護者向けに色覚検査の重要性を説

明し、学校での検査を募る文章の見本。

今回の報告はこの取り組みが有効であったかどう

かのアンケート調査の結果である。

調査は平成26年５月～７月末までの期間に行い、

北海道眼科医会会員485名にアンケートを郵送し、

FAXにて回答を受けた。アンケート項目は以下の

11項目である。

【結果】

１）所属地区

全道の地区からほぼ回答を得られた。会員485名

中回答が102名（21％）あった（表１）。

２）102名の所属は勤務34名（33％）、開業68名（67％）

（図１）。

３）受け持ち校は小学校300校、中学校138校、高校

21校、その他１（４市町村の地域、図２）

害

涯

慨

碍

崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖

崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖崖

概
概
概
概
概

概
概
概
概
概

表１

北見十勝道東道北空知後志日胆道南道央札幌地区

２１９11０７５４1052

図２

図１
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４）資料を学校に提出したかどうか？

提出した58名、提出しない34名で、不明は10名（図３）。

５）提出した学校数

小学校149校、中学校56校、高校４校に提出し、３

か所の教育委員会にも提出がなされた(図４）。

６）提出の仕方（複数回答可）

資料のみを渡したのが12名、養護教諭に説明した

のが48名、校長先生に説明したのが20名、その他６名

（図５）。

７）学校の反応

よい30名、悪い２名、不明27名。未記入43名（図６）。

８）昨年受診件数

昨年１年間（平成25年）に色覚検査を受けた生徒

総数は224名で、そのうち眼科を受診したと答えた先

生は36名、受診しなかったと答えた先生が60名で

あった。未記入６名（図７）。

９）文書を提出した今年４月から６月までの３ヶ月

間に検査を受けた生徒総数は60名で、眼科を受診し

たと答えた先生は22名、しないと答えた先生が74名

であった。未記入は６名（図８）。

10）今回の資料についての感想については、役立っ

たと思う者31名、役立たないと思った者２名、不明

は54名であった。未記入15名（図９）。

11）今回の色覚検査の文書提出後の学校側の対応は

どうだったか、という質問に対しての回答は１）以

前の資料を提出していた４名、２）今回の依頼文を

提出していた６名、３）学校独自に生徒に依頼文を

出した17名、４）その他７名、５）不明53名。未記

入18名であった（図10）。

図３

図４

図５

図６

図７

図８

図９



34平成27年9月1日 北海道医報 第1164号

【考察】

今回の資料提出者は回答者102名中58名（57％）と

過半数の先生の協力が得られた。

提出した文書に対して学校の反応がよかったのは

30名（提出者中51％）とほぼ半数であった。

提出した文書が役立ったとの回答は25名（提出者

中43％）から得られた。

アンケートの期間が３カ月と短期間ではあった

が、今回の取り組みは学校側への啓発には有効な一

面もあるがまだまだ十分とは言えないようだ。今後

も引き続き学校側への働きかけを続ける必要がある

と思われた。

平成25年に行われた北海道眼科医会の調査では道

内190校の小学校生約８万６千人中、色覚検査希望者

は125名で色覚異常者は23名であった。一つの小学

校に色覚希望者が0.7人しかいない計算になる。推

計になるが、児童の半分の約４万３千人が男子と考

えると色覚異常者は男子の５％の確率（男性の20人

に１人）であるから約2,150名の男子に色覚異常者が

存在するはずである。実態は約2,000人以上の男子

児童が色覚異常（色覚異常者の99％）と診断されて

いないと思われる。色覚異常者に対する進学に関し

ては、ごく一部の大学を除いて進学可能である。職

業選択にあたっては、本人の希望を尊重し、いたず

らに職種を制限しないことが原則ではある。ただ

し、飛行機のパイロット、自衛官、警察官、鉄道の

運転士、船舶航海士などは、色覚により現在も制限

は存在する。また明確な制限が存在しない職種にお

いても色の識別が必要な職業（写真、食品、ファッ

ション関係など）は存在する。就職後に色に関する

トラブルを起こさないためには、少なくとも高校卒

業までに色覚検査を本人の同意を得て、プライバ

シーを配慮し、個別に色覚検査を実施するのが当然

であろう。日本眼科医会では検査の時期について、

一回目はなるべく低学年（小１の秋以降）、次いで中

学校での再検査を提唱している。教育面や進学就職

などを考慮すると当然のことと思われる。今後色覚

検査希望者を募る資料の充実をはかり会員の先生と

学校関係者（特に養護教諭）のご理解と協力を引き

続きお願いしたい。

稿を終えるにあたり、アンケート結果の収集にご

協力いただいた北海道眼科医会事務局の杉山様に感

謝いたします。

以下に眼科医会会員の意見を掲載いたします。

（参考資料）

１）色覚異常といわれたら 発行；日本眼科医会；

目と健康50；平成26年発行

２）色覚異常を正しく理解するために 発行；日

本眼科医会；平成20年発行

色覚検査意見欄

資料受け取りから検診まで、期間が長かったため、学校への提出を
失念しました。

①

全員（生徒）に昔の様に検査をするのが正確だと思います。②

色覚検査表を廃棄した学校があったのは驚いた。あれも立派な備品
なのに・・・。養護教諭の話では、あれは人の差別を作り出すもの
だからという弁明。びっくりです。

③

教育委員会あるいは教育長の通達があれば、校長も動くかもしれま
せん。④

道医師会、札幌市医師会、札眼医、学校医協議会・・・その他の資
料で毎日うもれてしまい資料１２３４がどこにいったのか？で渡せ
ず、誠に申し訳ありませんでした。郵送以外でメールでも通知して
いただけたら幸いです。

⑤

資料は提出していないが、養護教諭に説明した。⑥

学校健診の時、養護の先生と校長先生に色覚検査の必要性をお話し
て、資料を後で送りました。小学校の方は毎年独自に色覚検査のお
知らせをお便りでだしているそうです。毎年学校健診のたびに学校
医から話していくのが良いと思います。ただ、学校もいろいろな検
診があって手がまわらない可能性があります。

⑦

毎年、養護教諭に説明している（理解している）。以前、同様の文書
が有り、学校に手渡し済み。

⑧

支援学校（１校）は色覚についてはニーズがひくい。⑨

小学校は問題の発覚を先延ばししている印象。⑩

色覚検査を活性化させるには、色覚検査希望者を学校または眼科担
当医が簡易検査のみならボランティア的に無料でやると、もっと増
えると思う。

⑪

既に検診が終わっていました。次回は年度の初めに資料を頂きたく
思います。⑫

もう少し来年より啓発をすすめたいと思います。⑬

医師対学校の構図に問題あり。問題は道眼科医会と道教育委員会
（もっと上位機関かも）の合意ができているかどうか。我々は教育
委員会より検診を頼まれているのであり、学校を説得する立場にな
い。するなら生徒への平等性も考え、市全体を動かすようにしなけ
れば。そのためには道教育委員会を眼科医会がなんとかしなければ
ならないと考える。

⑭

学校から（ある小学校で自主的におこなっている）紙をもって来院
されました。異常者が検出されているので有効と考える。⑮

眼科医の判断としてはどうかとも思いますが、国家の判断で中止に
なったのですから（差別だとエキセントリックな団体もありました
が）中止したことで、どれだけの害が出るか国民の間で批判の声が
上がるまで動かない方が良いのではないでしょうか。どうせまたマ
スコミに「検査やりたいんだろ。患者欲しいんだろ」とたたかれる
だけでは・・・。眼科医の責任ではないのでは・・・。

⑯

小４に対し全員に色覚検査を実施したほうが良いと思われます。ほ
とんど自覚症状がないので。⑰

小学校３年生、中学１年生で全員に実施する方向で検査方法を具体
的に（検査手法や検査の場所など）検討すること。⑱

資料は教育委員会担当者に渡した。養護教諭の手間の煩雑さを理由
に学校では検査を実施せず、希望者は直接眼科を受診するようにと
通達をすると回答。しかし、私の子供が通う学校からは本日現在そ
のような通達書は来ていない。

⑲

昨年は色覚検査を眼科学校医の所で無料でしますという文書をその
まま配布したためか、受診者が10～15人位いた。今回の資料は対応
には役立ったが実際には役に立たなかった。学校の取り組みは視力
測定の結果通知の裏に学校か学校医の眼科で色覚検査ができます
と、それくらい。受診者は学校でも０人、学校医でも０人、父兄へ
の通知が不十分。やはり学校では積極的にやる気がないので、十分
な通知はしないようです。

⑳

今年ではなく、昨年に色覚検査の主旨説明（眼科医会から頂いた文
書のコピー）を渡しましたが、日胆地域でも渡した医師と渡さない
医師がバラバラで各学校医の判断に委ねるのは非常に難しいと感じ
ました。強制的に眼科医会が決めるのも一部医師の反発を招くので
簡単ではないと推測しますが、私個人の意見としては眼科医会と学
校側の教育委員会など上の方同志で決定してくれた方が学校医の立
場としては有り難いです。それには従うつもりです。

蔚

７月下旬、北見市教育委員会の担当者に会い、資料を渡して説明し
ました。反応は良かったと思います。教育委員会から地区内（周辺
町村も）の出来るだけ全部の小学校に連絡してもらい小学校４～６
年生の時期に学校から各家庭に希望者に対し、各々の学校で石原式
による色覚検査を実施し精査が必要な場合は学校医にかかるよう通
達してもらう様にお願いしました。

鰻

やはり小学校の段階で、全児童が一度は検査（色覚）を受けるシス
テム（規則）づくりをすべきと思います。勿論その際一人ひとり個
室で検査するなど、プライバシーに配慮する必要があると思います
が。（道東）

姥

図10
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４．平成26年度保育園における食物アレルギーと

その対応に関するアンケート調査 第1報

北海道保育園保健協議会

渡辺 一彦、吉木 美恵、吾田富士子、川合 洋子

飯塚 進、古田 博文、菊田 英明

【研究目的】

昨今小児において食物アレルギーが増加してお

り、保育の現場でも問題になっている。その対策と

して厚生労働省は「保育所における食物アレルギー

対応ガイドライン」を公表しており、日本保育保健

協議会も機関誌や学会・ブロック研修会等で取り上

げてきた。本道でも北海道保育園保健協議会（以下

本会）、医師会、各種保育系団体などがさまざまな講

習会、研修会を取り組み対応してきた。平成24年の

東京都での給食による死亡事故以来、食物アレル

ギーの中でも特に命にかかわるアナフィラキシーの

発生、対策に現場では不安を抱いていると思われる。

そこで、今年度は主にアナフィラキシーとその初期

治療薬であるアドレナリン自己注射薬（以下エピペ

ン）に関しての調査を行った。

【調査対象および方法】

調査対象は北海道における認可保育園758施設。

調査方法は、アンケート調査で依頼文・アンケート

用紙は郵送、回収はFAXで実施。調査時期：2014年

８～９月。回収率は55.1％ (回収数417)。

【集計結果と考察】

Ⅰ．全道の集計

食物アレルギー児は５年前に比べてほぼ同じが約

５割、増加しているが４割、減少しているは１割未

満であった。また、アナフィラキシーを有する園児

は５年前に比べてほぼ同じが約４割、増加が１割強、

減少が１割弱であった。本道の園児においてもやは

り最近の増加傾向は伺えた。

厚生労働省の「保育所におけるアレルギーガイド

ライン」の周知率は９割にも達していたが、園内で

のガイドラインの学習率は３割であった。この落差

については、ガイドラインの入手は容易であるが、

学習に関してはその内容は専門的で、膨大であり、

看護師の常駐園は少なく、園医や医師会などの協力

がなくては困難であることを示している。

エピペンの周知は９割、そのうちよく知っている

は３割弱である。やはりアナフィラキシー園児の増

加を反映している数字であるが、一方あまり知らな

い、知らないも５％あったが、アナフィラキシー園

児のいない園もあれば関心が低いのはやむを得ない

とも言える。

アナフィラキシーを発症する可能性のある園児が

いる園は３割にも達していた。食物アレルギーには

アナフィラキシーの合併が約１割程度報告されてお

り、その率も納得できる。そのうち７割は１人の在

籍であったが、２人在籍している園は18園、３人以

上も15園と各１割強の結果となった。

さらにエピペンを処方されている園児の在園する

園は７％、そのうち９割が１人の在籍であるが、２

人が２園、３人以上も２園あった。複数以上の存在

は、給食などの園生活で保育士、調理関係者にとっ

て大変な負担になると予想された。とりわけスタッ

フがギリギリの園や看護師不在の園では気掛かりで

ある。

アナフィラキシー時にエピペンが必要な場合があ

ることは９割以上が周知していた。これはエピペン

の周知率と同じであった。

エピペン講習には６割が参加していた。しかし、

園長や特定の保育士の参加率が高くなっており、施

設全体での理解度がどれほどに進んでいるかは不明

である。講習への関心は非常に高く９割以上が参加

を望んでいた。こうした真摯な要望に本会や医師会

は対応すべきであろう。

エピペンの模擬訓練は４割が実施していた。アナ

フィラキシー園児のいない園では切迫感は乏しいと

は思われるが、在園する園では避難訓練並が理想と

思える。いざというときは模擬訓練なしでは円滑に

運用できないものであり、講習の際はトレーナーを

使用した模擬訓練は必要不可欠である。最近日本保

育保健協議会関連の講習会ではトレーナーが無償で

全参加者に配布されることになっており、活用して

いただきたい。

エピペン使用に対して５割は可能と回答したが、

残りの園では運用には無理がある、不明との回答で

あった。これは現時点の講習や模擬訓練の受講率か

ら見ても妥当な回答に思えるが、それらが広がるに

連れて可能の率が増えると予想される。なお調査時

点までで園でのエピペンの実際の使用はなかった

が、引き続き調査を続けたい。

アレルギー出現時の症状別エピペン必要度の調査

も行った。結果は、本来は不要な広範なじんましん・

強いかゆみでは44％、くしゃみ・鼻づまり・眼の充

血でも22％にも及んでいた。一方本来は必須である

明らかな喘鳴・激しい咳、繰り返す嘔吐・激しい腹

痛、ぐったり・意識朦朧・便尿をもらすに関しては、

89％、73％、78％に留まっていた。これらの結果は

明らかに学習不足による誤解であり、今後の講習の

際の要点になるが、詳細はⅡで触れる。

園の周辺の救急医療体制を調査したが、救急車を

手配してからの到着予想時間は、81％が10分以内で

あったが、一方15分以上３％、30分以上１％であっ

た。さらにアナフィラキシーやエピペン注射園児の

送り先の医療機関までの予想時間は、10分以内が

63％ではあったが、15分以上、30分以上、１時間以

上が、９％、４％、１％であった。北海道は広大で

あり、医療機関の分布も地域差があり、小児科でも

害
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二次医療機関は限られている、それらが反映されて

いる結果である。

Ⅱ．地域別集計

アナフィラキシー園児にしてもその医療圏は限ら

れており、その地域ごとに保育園の特徴が予想され

る。そこで地域を、石狩支庁（①札幌市、②石狩支

庁の市町村）、道南方面（③函館市内、④道南の市町

村）、道東方面（⑤帯広市＋釧路市、⑥道東の市町村）、

空知支庁（⑦岩見沢市、⑧空知管内の市町村）に分

けて、上記のいくつかの項目を比較した。ちなみに

筆者渡辺は本会の会長を務めており、保育園関係者

向けの食物アレルギー、エピペンの出張講習をこの

数年積極的に行っているが、①（市内では筆者以外

の医師によるものも多数ある）、②、釧路市を除く⑤、

⑦ではほぼ地域の全園を対象に講習を行ってきた。

まずエピペン周知では、筆者が講習している、①、

②、⑤、⑦（以下講習済み地区）では認知度は100％

であった。しかし講習をしていない③、④、⑥、⑧（以

下未講習地区）であまり知らない、全く知らないが

８～13％を占めた。エピペンの講習会への参加園

は、講習済み地区では63～86％であったが、一方未

講習地区では14～50％であった。エピペントレー

ナーを利用したかどうかは別として、模擬訓練では

実施の園は、講習済み地区では50～66％であったが、

一方未講習地区では17～31％であった。

これは本会以外の組織、団体による講習会があま

り行われていないことを示すものと言わざるを得な

い。また本会を含め、医師会、保育団体が早急に講

習の機会を検討すべきと考える。

次にエピペンの適応の理解度を検討した。Ⅰでも

示したが、エピペンの不要な症状、a:広範なじんま

しん、b:くしゃみ・鼻づまり・眼の充血、エピペン

の必要な症状、c:明らかな喘鳴・激しい咳、d:繰

り返す嘔吐・激しい腹痛、e:ぐったり・意識朦朧・

便尿をもらすに対して、エピペンが必要と答えた率

を地区別に集計した。

すると、ほぼ全園が講習を受けている⑦ではc,

d,eでは100％正解であったが、一方⑦の周辺の本会

が講習未実施の⑧はc,d,eでは69～92％であった。

⑤では、cでは100％であり、d,eでも正答率は３、

４位と上位だった。一方⑤の周辺の未講習地区の⑥

は⑤より低位であった。またどちらも未講習地区で

あるが、郡部である④は、c,d,eに対しても46～76％

と一番正答率が低かったが、それと隣接する都市部

である③もほぼ同様に低い結果であり、正答率は二

番目に低かった。①、②は平均的であったが、正答

率はほぼくまなく講習を受けていた②が優った。や
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はり全体的には講習済み地区が未講習地区より正答

率が高く、未講習地区では都市部であっても郡部よ

り正答率が高いとは限らない傾向にあった。また大

都市である札幌市は園が多すぎるためか受講にばら

つきがあることも伺えた。

ただ①、⑤、⑦ではa,bでもエピペンが必要とい

う過剰反応も認められ、やはり一度だけの講習の限

界も示され、講習を繰り返し実施する必要性を認め

た。

この正解率の位置づけを比較検討する園での資料

は手元にないが、即時型食物アレルギー全国モニタ

リング調査の協力医師で、エピペン自己注射登録医

を対象にした類似の調査（平成23年）1）があり、そ

れと比較する。aでは講習済み地区はほぼ同等で

あったが、むしろc,d,eでは園側の正答率は医師側

より高く、講習の効果が現れたと考えられた。しか

し一方未講習地区ではc,d,eへの正答率が医師側よ

り低い結果であった。講習を積み上げてゆくこと

で、園の現場でも医師並の判断ができる可能性を示

唆した。

救急車の園への到着時間では、15分以上と答えた

のは④、⑥、⑧で７～13％を占め、やはり医療機関

の分布の地域性を反映している。また救急車で運ぶ

時間で１時間以上は⑥のみで６％であった。道東地

域の医療機関は一極集中型であり、このような事態

は予想されたが、それであればこそ地元での実践的

な講習の必要性があり、エピペンは救命のためにも

普及が急がれると思われた。

【結語】

特に地域を問わず道内のほぼ３割の保育園に、ア

ナフィラキシー園児が在園しており、そして７％の

園にはエピペンを処方されている園児が在園してい

ることは驚くべく数字である。しかし、エピペンの

講習は一部の保育士にとどまり、まだ模擬訓練を受

けていない園が過半数に達している。一部の地域を

選択して比較検討すると、本会が講習会を実施した

地域とそうでない地域には、講習会への参加、模擬

訓練、エピペンの理解度などに歴然とした差があっ

た。今後食物アレルギー、アナフィラキシー園児へ

の正しい対応のため、本会、医師会、保育団体など

が共同して講習会を広めてゆく必要がある。
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